





































































計 10629891440064，989 28 136 613 4，979 22
機械金属 521β33 64313144226 124 604 4β25 23
製材・木工 29 7184ユ4314β90 25 143 503 5，770 20
繊　　　　維 11 299 1ρ91 9280 27 181 844 6，657 31











































?@　 　　　　目 計 機械熨ｮ
製材ﾘ工繊維 その他 漆器 印刷
工場の狭あい解決のため 756ア79 73．8 50080280．5 8Z9
都市計画上移転をきめられだため ム1 66 5．7 2．5 6鴻 5．2 6d
工場の公害，騒音．バイ煙．汚水等）から解放のため 2～目 55．4 乙4．8 8．5 21．1 1a824．2
労働環境等の笹備πよつて労働力の確保を図るため 5Z6 40．2 40058．5 21．亀 1zo54．5
講纏聲讐驚代化による生産力の増強・矧翻 66572．4 7tO65521．¶ 4156～ワ
共同事業の活用に工る生産コストの低減を図るため 260 26．3 乙2．9 5ム4 16．6 14．0 4a5
工場施設が老朽化したので新規建般にふみきるため 2032502241to 旭4．7 96 55．5
組合幹部から勧誘があつたため 152 12．8 毛5．2 1ムり 11．8 、05 毛8．2
襲橋艘難ができること肛鱒設に有利であ 49ワ 52．6 5t454．2 58．7 54．5 6ム7
地方公共団体（県市）指導をうけて関心をもつたため 1Z1 1212tg20．3 ZO 52 旭2．¶
親企業から強い要請があつたため 5．0 11．8 2．4 t7 3．8 4．4 　













































































































満 ??? 普 ??? 不
足 足 通 満 満
工場の狭あい解決のため 1，141 5Z8 28．0 96 55 t1
都市計画上移転をきめられたため 92 53．5 1皇6 196 55 4．3
工場の公害（騒音，バイ煙，汚水等）から解放のため 459 75．9 15」0 8．2 1．6 1．4
労働壌境等の整備によつて労働力の確保を図るため 568 15．0 28ρ 290 14．1 150
工場拡張設備の近代化にエる生産力の増強，対外信用の強化を図るため
1，004 554 41．ア 1～ヒ8 52 1．9
共同事業の活用にょる生産コストの低原を図るため 592 14．0 20235．7 15．8 14．5
工場施設が老朽化したので新規建股にふみきるため 506 5to 2皇1 ¶ZO 07 2．5
組合幹部から勧誘があつたため 199 乙5．7 25．6 5a2 Z5 50
募難矯僕黙できることは江糎設に欄で 750 5Z2 35．6 207 44 2．1
地方公共団体（県市）指導をうけて関心をもつたため 258 38．8 5062ム7 27 t2
親企業から強い要請があったため 121 51．4 25．6 555 4」 55
その他 52 44．2 5〔L8 155 五8 Z7
〔第4表〕　団地企業の成長性
生産実績年 中小企業分
団地数 業　　　種 出荷額年平 備　　　　　　　考
平均伸び率 均伸び率
計 60 20．4％製品集計 13．9 ①工業統計表にょる
機械金属 38 23．6 機械工業 12．9②中小企業分は従業員299人以下の分
製材木工 10 19．2 木　製　品 12．0
）139③36年から41年の5か年間の平均
繊　　維 5 12．7 家具整備品 20．0
成長率
その他 7 10．4 繊維・衣服 9．3）11．2




































































































































収納家具 3企業 売 却　2
応接セ外 2 借地返却　2









































団地進出前 団地進出後1年 同 2 年
総 資 太 106 214 340
流 動 資 産 100 143 224
嗣定資産 1．00 460 709
他人資本 100 452’ 987
自 己 資 宏 100 78 69
団地進出前 団地進出後1年 同　2　年
流　動　比　率
ﾅ　定　比　率
ﾅ定長期適合率
ｩ己資本比率
194．8
R51．0
R20．0
Q4．4
108．1
P，110．0
P24．0
@8．4
　95．0
R，230．0
P01．0
@3．5
一648一
％，関連施設その他が11．5％であるo
　経営管理全般については，団地進出前に比べて経営方針や計画が立て易くなった等団地進出の効果とし
て約半数の企業が調査に答えている。
　団地投資は，単なる設備投資ではなく，必然的に多額の資本支出を伴い長期的に資金の固定化を招くこ
とになるので・新たに企業の存立基盤造成の契機たるものであり，企業全体の経営計画との関係から，巨
視的かつ長期的利益についての計算が裏づけられなければならない。したがつてその投資財源を回収する
ための利益及びそれに必要ft売上の確保と，その投資を誘発する自己資広調達力が問題となる。この観点
からすると，企業全般に売上は上昇傾向にあるが，収益性については，一時的に低下傾向を示し，団地進
出1年目で実質的に収益性の上昇したものは，一部移転した1企業にとどまる。低下の主原因は，資本費
の急膨脹で，そのうち金利負担の圧迫が売上の100，131，193にくらべて100，189，490
と著しくなつている。償却前営業利益も低下傾向にある。これが一祷的現象としてとらえられ，以後回復
しつつある企業もあるが，3年間の造成過程を一つの目蜜として資本回収可能な投資利益と売上を確保す
ることがまず必要条件となる。その点設備投資の先行している団地の実態からみて償還計画を前提とした
利益計画が必要であり・特に製品方針については，品種別の需要動向について的確な見通しを立てて，
これを各企業の経営方針の基礎としなげればならない。企業の収益性の良否は価格形成加強弱と生産性
の高低との2面性に左右されることになる。
　以上述べてきた中小工業団地のメリット・デタリットは，人と物と金の3つの要素をいかに有機的に結
合させていくかということである。規模メリツトの追求のみに重点を置くと，経営の財務内容が悪化する
傾向を示すことになり，デメリットの要因に変化することになる。メリツトとデメリツトの関係は相関関
係にあり，一つの要因が2面性をもつものであることから，適正な規模メリツトの追求がデメリツトの要
因を消滅させることになるのである。
　　注　1．　「企業集団の論理」百瀬恵夫，北島吉光共藩、白桃書房，52～66頁参照（昭和44年）
　　　　2．　「経営者会報」昭和44G6月号，日本実業出版）　社，∵21頁参照
　　　　3．前掲書．22頁参照
　　　　4，前掲書，23頁参照
　　　　5．　「中小企業白書」（昭和43年度版）．中小企業庁編，昭和44G，194頁
　　　　6．前掲書，196頁
　　　　7．　「企業集団の論理」百瀬恵夫，北島吉光共著，白桃書房，17～37頁参照（昭和44年）
　　　　8．前掲書，38～51頁参照。
一649』
